
平成23年新潟・福島豪雨及び平成16年新潟・福島豪雨
に係る被災地方公共団体における初動対応の検証

平成23年豪雨は、平成16年豪雨と比較し、降水量が多かったにも
かかわらず、人的・住家被害が抑えられたのは、何故か?

平成23年9月
内閣府防災担当
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検証方法

・新潟県及び福島県内の市町村のうち、平成23年豪雨と平成16年豪
雨の両方を経験した市町村の首長及び職員に対する聞き取り調査

・対象市町村（実施日）
新潟県：長岡市（9/7） 三条市(9/26)    見附市(9/26)
福島県：柳津町（9/8） 金山町(9/8)      只見町(9/9)

・市町村における初動対応
避難指示・避難勧告の発令、住民の避難誘導等

・平成16年豪雨の教訓を踏まえた対策
ハード面（堤防の改修等）
ソフト面（避難指示・避難勧告の発令基準の見直し等）

検証項目

実施者等

・内閣府（災害応急対策担当）、関係県

・新潟大学 田村圭子教授、井ノ口宗成助教の御協力を頂き実施
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平成16年7月新潟・福島豪雨 平成23年７月新潟・福島豪雨

（２）降水量分布図

（１）気象概況

（２）降水量分布図

（１）気象概況

平成１６年７月１２日１８時～１３日２４時 平成２３年７月２７日１２時～３０日２４時
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○平成１６年７月新潟・福島豪雨と平成２３年７月新潟・福島豪雨の比較（気象の状況）

日本海から北陸地方（新潟県）に延びる梅雨前線

の活動が活発化し、強い雨雲が新潟県中越地方に
流れ込んでいた。

新潟県の長岡地域と三条地域では、１２日の夜か
ら１３日夕方にかけて激しい雨が降り、降り始め（１
２日１８時）からの総降水量は、栃尾市（現・長岡市）

で４００ミリを超えた。

朝鮮半島から北陸地方を通って関東の東に
延びる前線に向かって非常に湿った空気が流
れ込み、大気の状態が不安定となって新潟県
と福島県会津を中心に大雨となった。

新潟県の十日町市で２９日２０時５１分ま
での１時間に１２１ミリを観測するなど猛烈
な雨が降り、降り始め（２７日１２時）から
３０日２４時までの総降水量は福島県只見で
６８０ミリ、新潟県加茂市で６２３．５ミリ
等、６００ミリを超える大雨となった。



（３）大雨の状況

・主な１時間降水量（7月12日18時～13日24時）

・主な24時間降水量（ 7月12日18時～13日24時）

・主な期間降水量（7月12日18時から13日24時までの総降水量）

（３）大雨の状況
・主な１時間降水量（7月27日～30日までの各観測所の最大値）

・主な24時間降水量（7月27日～30日までの各観測所の最大値）

・主な期間降水量（7月27日12時から30日24時までの総降水量）
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福島県 只見 527.0ミリ 30日07時00分まで

新潟県 宮寄上 427.5ミリ 30日09時10分まで

新潟県 塩沢 344.0ミリ 30日07時50分まで

新潟県 十日町 289.0ミリ 30日15時50分まで

新潟県 入広瀬 273.5ミリ 30日08時50分まで

新潟県 栃尾 273.5ミリ 30日10時40分まで

新潟県 十日町 121.0ミリ 29日20時51分まで

茨城県 門井 97.5ミリ 28日01時46分まで

新潟県 宮寄上 93.5ミリ 29日10時43分まで

新潟県 塩沢 89.5ミリ 30日04時28分まで

新潟県 大湯 70.0ミリ 30日02時52分まで

福島県 只見 680.0ミリ

新潟県 宮寄上 623.5ミリ

新潟県 塩沢 562.5ミリ

新潟県 十日町 498.5ミリ

新潟県 入広瀬 469.5ミリ

新潟県 大湯 430.5ミリ

新潟県 小出 400.5ミリ

新潟県 川谷 396.0ミリ
新潟県 室谷 379.5ミリ
新潟県 栃尾 378.5ミリ

新潟県 守門岳 63ミリ 13日09時50分まで

新潟県 栃尾 62ミリ 13日09時10分まで

新潟県 宮寄上 55ミリ 13日07時30分まで

新潟県 三条 51ミリ 13日06時20分まで

福島県 只見 50ミリ 13日10時00分まで

新潟県 栃尾 423ミリ 13日21時20分まで

新潟県 守門岳 362ミリ 13日21時20分まで

福島県 只見 332ミリ 13日22時10分まで

新潟県 宮寄上 316ミリ 13日24時00分まで

新潟県 室谷 295ミリ 13日23時50分まで

新潟県 栃尾 427ミリ

新潟県 守門岳 362ミリ

福島県 只見 333ミリ

新潟県 宮寄上 324ミリ

新潟県 室谷 305ミリ

福島県 金山 254ミリ

新潟県 津川 243ミリ

福島県 博士峠 233ミリ

新潟県 長岡 233ミリ

新潟県 三条 216ミリ



都道府県名

人 的 被 害 住 家 被 害

死者
行 方
不明者

負傷者
全壊 半壊

一部 破
損

床上 浸
水

床下
浸水

重傷 軽傷

人 人 人 人 棟 棟 棟 棟 棟

秋田県 6 16

福島県 1 14 2 4 237 329

栃木県 3

群馬県 1 1 6

神奈川県 3 

新潟県 4 1 2 11 32 440 271 1,274 6,544

長野県 1  3 

合 計 4 2 2 11 46 442 276 1,519 6,904

○平成23年7月新潟・福島豪雨（8月18日17:00現在）
＜死亡＞ 新潟県
：十日町市で６７歳男性が中沢川に車両ごと転落し、３０日朝に発見され死亡を確認。
：小千谷市で６３歳男性が川に転落、下流河川で発見され死亡を確認。
：三条市で行方不明となっていた２５歳男性が下流河川で発見され死亡を確認。
：田上町で田んぼの様子を見に行ったまま行方不明となっていた６４歳男性が河川で発見され死亡を確認。
＜行方不明＞
福島県：只見町において土嚢を積む作業をしていた作業員（６３歳男性）が川に流され行方不明となる。
新潟県：十日町市で９３歳女性が川に流され行方不明となる。
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都道府県名

人 的 被 害 住 家 被 害

死者
行 方
不明者

負傷者

全壊 半壊
一部 破

損
床上 浸

水

床
下

浸
水

重傷 軽傷

人 人 人 人 棟 棟 棟 棟 棟

福島県 1 1 8  9
0 

新潟県 15 2 1 70 5,354 94 2,141 

6,
1
1
8

合 計 16 0 3 1 70 5,354 94 2,149

6,
2
0
8

○平成16年7月新潟・福島豪雨（平成16年9月10日15:00現在）
※新潟県の死者のうち、７名が溺死で高齢者が多く占めている
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地 勢

長岡

見附

三条

只見

金山

柳津
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新潟県長岡市①

平成16年

平成23年

・死者 ４人
（うち旧中之島町３人）

・負傷者 ０人

・死者 ０人
・負傷者 ２人

・7/13の日降水量は栃尾市で421mmを記録
・最大日降水量 長岡(233mm)三条(216mm)
・信濃川支流の刈谷田川左岸が決壊

人的被害 特徴

・7/28 から3日間余りの間、栃尾地域で１時間
88mmの豪雨（16年を上回る）
・記録的短時間大雨情報 8回
・長岡・栃尾・川口地域を中心に住宅被害、農
地冠水が発生
・最大時10万3千人に避難情報を発出
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新潟県長岡市②

○ 災害対策本部機能の強化
⇒ 本庁（本部）と支所10カ所（現地対策本部（地域防災センター））の設置

避難判断について本庁に判断を仰ぐいとまがない場合、現場の判断で発令を可能に
⇒ 危機管理防災本部の新設（平成19年） ← 危機管理防災課 ← 防災課
⇒ 災害時、防災研修等修了者を支所（地域防災センター）へ応援派遣

○ 避難勧告等発令基準の見直し
⇒ 発令のスタンス 「空振りに終わっても見逃すな」

○ 住民への情報伝達の強化（複数の伝達手段の確保）
緊急告知FMラジオ、エリアメール、NPOのメールサービス等複数の手段の導入
全国初 臨時災害放送局にコミュニティFMを利用、エリアの拡大

○ 自主防災会の結成・支援
⇒ 結成率（会加入世帯/総世帯数） 平成16年 31%       → 平成23年 88%

○ 刈谷田川、稚児清水川、猿橋川水系における河川改修
⇒ 平成16年豪雨規模の洪水を安全に流下させるよう、計画河床勾配の見直し、河床掘削
河道屈曲部の流路是正、遊水地の新設、放水路の新設、築堤、河道拡幅等を実施

・河川改修等による地域安全基盤の整備

・避難情報の早期伝達、避難により人的被
害を抑え込み

ポイント
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新潟県長岡市③
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新潟県長岡市④
新潟県土木部 資料
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新潟県三条市①

平成16年

平成23年

・死者 ９人
うち市内在住の高齢者が６人

・重傷者 １人

・死者 １人
・軽傷者 ２人

・五十嵐川上流の笠堀（ダム）で昭和40年の観測
監視以降最大となる474mm（2時間雨量）
・7/13 の日降水量 三条217mm（過去最高）
・現況流下雨量を上回る出水により、6河川で11
カ所が破堤 全半壊家屋5,283棟
・避難勧告 対象10,555世帯
・避難者数 4,249人（ ピーク時）

人的被害 特徴

・笠堀 7/27～7/30までの累計雨量 985mm
時間最大雨量 83mm

・中山間地域での河川氾濫による家屋流失等
全半壊家屋 390棟

・避難指示 対象 2,946世帯 10,253人
・避難勧告 対象34,542世帯 103,997人
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平成16年7月13日水害関連写真 三条市HPより
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新潟県三条市②
ポイント

○ 防災体制の構築
⇒ 防災対策室の設置、対策本部内への市民班、福祉班等の設置による役割分担を明確化
⇒ 現地対策本部の設置(副市長)による地域の特性に応じた迅速な現場判断

○ 情報収集の強化と情報共有
⇒ 雨量、河川水位情報、民間気象情報をテレビモニターで共有(対策本部)

○ 避難情報発令基準の整備（河川毎に判断基準を数値化）

○ 複数伝達手段の確保
(平成16年、市民アンケートの結果、市が避難を呼び掛けていることを知っていたのは20%)

⇒ 同報系防災行政無線(スピーカー)の整備、緊急告知FMラジオ、ケーブルテレビ、安全安心
メール、携帯エリアメールの導入により、避難場所など詳細情報を提供

○ 自助、共助意識の醸成
⇒ ｢垂直避難｣の呼び掛け(災害訓練時に「垂直避難」の要領を指導)
⇒ 要援護者対策(自治会、消防団員による避難支援:情報伝達要支援者、避難行動要支援者)

○ 五十嵐川改修
⇒ 平成16年豪雨規模の洪水を安全に流下させるよう、護岸整備、河床掘削、屈曲部

の流路是正

・河川改修等による地域安全基盤の整備

・情報収集の強化、避難判断基準の明確化
複数手段による住民への避難情報の提供
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三条市豪雨災害対応ガイドブック

三条市防災対策総合アドバイザーである群馬

大学大学院片田教授の監修による新しいハザー
ドマップとなる豪雨災害対応ガイドブックを作成し
ました。

豪雨災害によって受ける被害はどの河川や山
で災害が発生するかによって異なることはもちろ
ん、同じ災害でも住んでいる場所や建物によって
も異なるものです。

新たに作成した「豪雨災害対応ガイドブック」で
は、４種類のマップと災害に関する情報を掲載す
ることで、災害発生時にそれぞれの地区で想定
される状況及びとるべき最適行動について表し
ています。

三条市HPより
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三条市HPより



新潟県三条市③ 五十嵐川災害復旧助成事業 新潟県土木部資料
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新潟県見附市①

平成16年

平成23年

・死者 ０人

・軽傷者 ６人

・死者 ０人

・軽傷者 １人

・7/13 １時間雨量44mm
積算雨量317mm（２か月分に匹敵）

・住家被害 半壊1棟 一部損壊2棟
床上浸水880 棟 床下浸水1,153棟

・避難指示 対象5,232世帯（後刻勧告に切り替え）
避難勧告 対象6,350世帯（ピーク時）
・被害総額 約41億円

人的被害 特徴
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・7/30   １時間雨量68mm   積算雨量170.5mm
・河川の越水なし。土砂崩れにより小河川が堰止
められ内水がはけない状態

・住家被害 全壊2棟 半壊3棟
床上浸水 51棟 床下浸水408棟

・避難勧告 対象 8,579世帯 26,978人（ピーク時）
・被害総額 約5億円
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新潟県見附市② ポイント

○ 避難判断に必要な各種情報の収集強化、明確な判断基準の設定及び迅速な情報発信
⇒ ダム、河川の水位情報及び気象会社のピンポイント情報の入手によるピーク時を予測

携帯電話からの現地映像の収集（5台）、防災カメラの設置（6カ所）
⇒ 水害時非常配備・避難情報発令基準の整備（基準の数値化）
⇒ 複数伝達手段の確保

・サイレン増設（16カ所→34カ所 ・町内会長、福祉施設、学校、企業等に防災FAXを設置
（550台） ・携帯メール情報発信（登録約1万件）・FM新潟と災害時緊急情報発信協定を締結

○ 高い防災意識により、自助、共助、公助のシステムを構築
⇒ 防災ファミリーサポート制度（要援護者支援）
⇒ 自主防災組織の充実（137/171町内 組織率80%）
⇒ 市民の1/4（約1万人超）が参加する防災訓練

○治水管理対策の推進(流出抑制対策)
⇒ 刈谷田川改修(堤防嵩上げ、屈曲部の是正)と遊水地の設置(253万㎥ ダム容量の60%確保)
⇒ 浸水想定区域への内水処理のための雨水貯留管の設置(直径2.6m×580m  3,100㎥)
⇒ 出水期のダム洪水調節容量の拡大(刈谷田ダム 容量の20%増 391万㎥)
⇒ 田んぼの排水口に水位調整管を設け、遊水地として活用(市長発案)

・ソフト、ハードの両面による総合対策
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【７・１３水害の教訓から、刈谷田川は堤防のかさ上げなど河川改修が行われました。
これに加えて、今回被害を軽減させるのに役立ったと思われるのが、上北谷地区に
県が市とともに作った遊水地です。この遊水地は、刈谷田川の増水時に川の水を約
91万平方メートルの水田に一時的に貯めて、下流域の越水を防ぐものです。稲に川

の水がかぶれば、その年の収穫が危ぶまれますが、「下流に住む人たちの被害が軽
減できるなら」と、この地区の農家の皆さんからご理解を得て実現しました。
この遊水地の貯水量は約235万立方メートルで、ダムが洪水調整をする容量の約

60％にあたる量です。今回はこの遊水地いっぱいに水が入り、洪水調整機能を果た
しました。

そのほか、遊水地とは別に、葛巻地区、新潟地区では、同じく農家の協力を得て
行っている田んぼダムが機能しました。850ha（来年度は1200haに拡大）の田んぼに
調整管を取り付け、一時的に雨水を貯留し、緩やかに排水するものです。】

遊水地、田んぼダムが豪雨被害軽減
に大きな役割

見附市HPより



福島県柳津町①

平成16年

平成23年

○死者、負傷者 ０人
○床上浸水 ２棟
床下浸水 ２棟

○被害額 約6億2千万円

・連続雨量 7/13     0:00～23:00
本庁地区（柳津） 203mm
支所地区（西山） 197mm

・只見川支流の滝谷川流域（支所地区）の山間
部に被害集中

人・物的被害 特徴

・連続雨量 7/28   1:00 ～ 7/30  6:00
本庁地区（柳津） 278mm
支所地区（西山） 223mm

・只見川本流の増水による支流銀山川の水位
が上昇、越水
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○死者、負傷者 ０人
○床上浸水 ３８棟
床下浸水 １５棟

○被害額 約8億4千万円



26会津高田柳津線

柳津町 資料

福島県柳津町②
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福島県柳津町③
ポイント

・現地確認よる避難判断と迅速・確実な情報
伝達
・高い住民の防災意識

○ 現場即決、迅速な避難判断
⇒ 経験則から災害危険個所を事前に予測し、只見川の水位（増水は半日遅れでやってくる）

ダムからの放流具合、降雨状況を町長自らが確認、避難を判断
⇒ 危険個所を回る、いわゆる「移動型現地対策本部」にて避難を即決判断

○ 情報収集・伝達体制の確立
⇒ 平成22年豪雪を教訓に、消防団、区長、民生委員のほか、職員10班体制（1班2名）による各

地域の道路、集落内の情報収集
⇒ 二つの伝達方法 ①町長から消防団経由で各戸へ ②役場からの防災無線（屋外・屋内）

○ 迅速・確実な避難誘導
⇒ 要援護者支援プランを策定。区長、消防団員、民生委員による避難誘導（町有バス搬送）
⇒ 避難者リストを作成し、本部で照合した後、消防団による現地の避難再確認

○ 高い住民の防災意識
⇒ 昭和44年豪雨災害が住民の間で心に刻まれ、昨今の豪雪、東日本大震災を経験し、避難は

スムーズに行われている。

○ コンクリート嵩上げ工事（堤防改修）
⇒ 平成16年豪雨災害を受けて、越水箇所について嵩上げ（2m）工事を完了
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福島県 河川整備課資料



福島県金山町①

平成16年

平成23年

○死者、負傷者 ０人

○小河川の氾濫、斜面の
崩壊等による道路、農地等
への被害

・只見川の増水による被害、農地の一部冠水
のみ

人・物的被害 特徴

・只見川が過去に例がないほど増水
・被害家屋の97%が只見川沿いの家屋
・避難勧告 7地区 369世帯 861人
・自主避難 95世帯 223人

29

○死者、負傷者 ０人
○住宅被害 103棟

全壊23    
大規模半壊33    半壊28
床下浸水19

○国道、町道の橋流失
JR鉄橋の流失等
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福島県金山町②
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本名ダム直下

広報 かねやま 資料

福島県金山町③
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福島県金山町④
ポイント

・積極的な情報提供により、地域のつながり
を生かした自主的避難が促進
・過去の災害教訓を行政・住民で共有

○ 現場情報の提供による迅速な自主的避難の促進
⇒ 避難勧告発令前の段階から、安全確保への配慮、自主避難を呼びかけ
⇒ 対策本部設置（7/29  16:10）以降、7/30  0:40   までに防災情報を13回提供（防災無線）
⇒ 現場情報（状況）を踏まえ、避難の必要性を判断

・土石流等の水害を懸念しているが、町面積が広く、地理的条件も一様でなく、各所の雨量を
計測できないことから、一斉の避難情報は困難

・決定に際しては、事前に区長等と「発令時間、避難場所」について調整しており、発令時刻
には既に避難準備が整っていた。
・避難勧告に先立ち、既に自主的避難が開始

○ 迅速・確実な避難誘導
⇒ 勧告を発令した7地区全てで、区長、消防団（63人）等が各戸を訪問し、安否確認とももに

取り残された人がいないかどうか確認しながら、避難場所へ誘導
⇒ 一部の地域については、町有バスによる搬送

○ 災害教訓を糧とした地域のつながりと高い住民の防災意識
⇒ 昭和44年豪雨災害が住民の間で心に刻まれており、危険個所の周知、早期避難の重要性

住民相互の協力を重視
・避難勧告がなくても早期に住民が自主的に避難することを目指す



福島県只見町①

平成16年

平成23年

○死者、負傷者 ０人
○床上浸水 1棟
床下浸水 8棟

○被害総額 約5億円

・最大時間降水量50mm ・日降水量325mm

人・物的被害 特徴

・平成16年を上回る記録的豪雨
最大時間降水量69.5mm
日降水量 523.5mm

・被害は全町に及ぶ
・8/5現在の避難状況

3避難所 86世帯 158人
34

○行方不明者 1人
○家屋流失 10棟
家屋土砂埋没 4棟

○床上浸水 100棟
床下浸水 250棟

○落橋3 
○被害総額

約78億7千万円
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福島民友 7/31  記事より 広報「ただみ」より

福島県只見町②
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福島県只見町③
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福島県只見町④
ポイント

・過去最大の降雨量の中で、先行的な避難勧告
を決定
・地域のつながりを生かした迅速な避難・誘導
・河川、治山事業により被害を軽減

○ 町長と直接協議による避難勧告発令
⇒ 降雨量、今後の３時間予測、現地の状況を総合的に判断し、「かなりひどくなる前」かつ「夜
間になる前」 に発令を決定

○ 現場情報の早期入手による迅速な避難の呼びかけと誘導
⇒ 消防団（6分団 23班 計321人）による現場情報収集活動等の推進

・7/29   11:00   危険個所を把握し、自主避難を呼びかけ
・7/29     12:00   迅速な土のう積み等、水防活動を展開
・7/29     17:00 災害対策本部設置 17:30    全世帯避難勧告

⇒ 避難の誘導
・職員、各地区役員、消防団が避難所への誘導・案内を実施
・床上浸水したとの情報者（被災者）に、２階への避難を呼びかけ
・要援護者支援プランの策定中であったが、目的・意識が共有され円滑な支援活動が実現
・病院、医療機器会社との連携により、孤立集落の患者を発見、無事搬送

○ 河川・治山事業により被害を軽減
⇒ 平成16年豪雨による被害箇所について地域治山事業を行ったことから、土砂災害を改善
⇒ 昭和44年豪雨で改修した布沢川では被害が生じていない。



平成16年豪雨以降の対策（まとめ）

①情報収集・伝達活動の迅速・効率化
・防災体制の確立
・避難勧告等の発令の判断基準の明確化
・避難勧告等の判断に資する情報収集活動の活発化
・地域の特性を踏まえた上で、現地状況を勘案した避難の判断
・複数の情報伝達手段の確保
・災害時要援護者への支援

②災害教訓を糧とした「早めの避難」「安全行動」の周知
・行政と住民の意識の共有
・避難時の適切誘導と避難者リスト作成による安否確認
・住民の高い防災意識

③地域安全基盤の整備 ～ 河川改修、遊水地等の設置
刈谷田川改修他（新潟・長岡） 五十嵐川改修（新潟・三条）
田んぼダム、雨水貯留管の設置(新潟・見附)
平成16年豪雨、昭和44年豪雨を踏まえた改修（柳津・金山・只見）
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１ 適時・適切な避難行動を自己決定できるように意識付ける
・避難の多様性 :  屋内退避（避難）の位置付けの明確化
例 ２階以上への避難

・平常時から災害に関する知識や情報を住民に提供し、「自ら身を守る、安全を
確保する」危機回避能力を養う取組み
例 住民の防災意識の高揚、想定外事象への対応能力を高める

２ 要援護者の避難を支える介助の仕組みづくり
例 支援プランの作成と実行性の確保、地域の特性・実情に応じた取組み

３ 避難勧告等発令の判断基準の明確化
例 数値基準の設定、地域の特性・実情に応じた判断、災害発生条件の研究

４ 孤立集落対策（道路、通信インフラが途絶した場合の対応）
例 非常時の連絡手段、住民救出・物資搬送体制

５ 中小河川における水位観測と流域ごとの雨量観測態勢の整備(土砂災害予測
の困難性)

６ 災害経験と教訓の次世代への継承
例 家族・地域ぐるみで語り継ぐことの大切さ
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今後の課題


